
『「財政事情」の作成及び公表に関する条例』、地方自治法第２４３条の３第１項に基づき、一般会計、特別会計の平成３０年度

上半期（平成３０年４月１日～平成３０年９月３０日）の予算執行状況及び平成２９年度決算の状況を公表します。

これは、市民の皆様に市財政の状況をお知らせすることによって、市財政の実態へのご理解と今後の市政へのご協力をいただく

ことを目的とし、公表するものです。

なお、水道事業会計については、別途公表いたします。

平成３０年度
八 女 市 財 政 事 情

上 半 期

「財政事情」の作成及び公表に関する条例（昭和２６年６月１８日条例第２６号）抜粋

１ 公表の期日

毎年５月１日及び１１月１日

２ 公表の要領

下記の事項を掲載し、財政の動向及び市長の財政方針を明らかにする

５月１日…前年１０月１日～３月３１日中の下記（１）～（４）、（６）

１１月１日…４月１日～９月３０日中の下記（１）～（６）

（１）収入及び支出の概況

（２）住民負担の状況

（３）公営事業の経理の概況

（４）財産、公債及び一時借入金の現在高

（５）前年度の決算の状況（１１月１日公表時のみ）

（６）その他市長において必要と認める事項

３ 公表の方法

・八女市公告式条例に定める告示

・企画財政課財政係にて閲覧（公表の日から６か月間）



はじめに

この資料では、平成３０年度の上半期（平成３０年９月３０日現在）の状況を次ページ第１表から第６表まで、平成２９年度決

算の状況を第７表以降に記載しています。

また、第８表以降には、平成２９年度決算に基づく財政状況調による歳入・歳出の状況を記載しています。

なお、普通会計には、平成２９年度の一般会計及び特別会計のうち住宅新築資金貸付事業費特別会計、矢部診療所特別会計が含

まれます。

一般会計の収入及び支出の概況について

本年度の一般会計当初予算は、３５５億８千万円でスター

トしました。

平成３０年度予算は、第４次八女市総合計画・後期基本計画

の３年目を迎えることから、これまでの施策について、しっか

りと検証を行いながら、取り組みをさらに強化していきます。

具体的には、本市の基幹産業である農林業の生産性を高め、

国内外から稼げる産業へと成長させるとともに安定した雇用

の創出を図っていきます。また、安全で安心して利用できる道

路等の整備や生活排水処理施設などのインフラ整備も積極的

に推進していきます。

ソフト面でも、本市に居住を希望する人が住居を確保できる

よう住宅購入への経済的な支援や家賃等への支援を行い市内

への定住化を図っていきます。

今年度上半期の補正として、６月に矢部地区小中学校調査準

備事業等２，５５２万３千円を増額し、７月に道路・河川災

害復旧事業等１億３，９３０万円を増額し、９月に土木災害

復旧事業費等１０億４，２８８万６千円を追加しました。

また、平成２９年度からの国の経済対策による繰越事業等

を含めると平成３０年度上半期末の一般会計予算総額は、３

７８億６，６３４万９千円となっております。

なお、詳細は次ページ以降に記載しています。



当初予算額 補正額 繰越額 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
予算比
収納率

A B C D（A+B+C) E F G H(E-F-G) F÷D
市税 6,600,865,000 0 6,600,865,000 17.4 6,804,859,710 3,836,543,945 2,968,315,765 58.1
地方譲与税 449,000,000 0 449,000,000 1.2 119,734,000 119,734,000 0 26.7
利子割交付金 2,900,000 0 2,900,000 0.0 4,022,000 4,022,000 0 138.7
配当割交付金 11,000,000 0 11,000,000 0.0 4,779,000 4,779,000 0 43.4
株式等譲渡所得割交付金 10,000,000 0 10,000,000 0.0 0 0 0 0.0
地方消費税交付金 1,167,000,000 0 1,167,000,000 3.1 645,871,000 645,871,000 0 55.3
ゴルフ場利用税交付金 11,000,000 0 11,000,000 0.0 4,501,525 4,501,525 0 40.9
自動車取得税交付金 184,000,000 0 184,000,000 0.5 53,461,000 53,461,000 0 29.1
地方特例交付金 18,000,000 0 18,000,000 0.1 28,520,000 28,520,000 0 158.4
地方交付税 12,096,175,000 0 12,096,175,000 32.0 10,609,331,000 7,952,433,000 2,656,898,000 65.7
交通安全対策特別交付金 15,000,000 0 15,000,000 0.0 6,999,000 6,999,000 0 46.7
分担金及び負担金 297,411,000 19,500,000 1,052,000 317,963,000 0.8 290,675,655 118,515,155 172,160,500 37.3
使用料及び手数料 348,665,000 348,665,000 0.9 293,170,140 169,990,070 123,180,070 48.8
国庫支出金 4,256,567,000 288,202,000 330,737,000 4,875,506,000 12.9 1,604,868,832 1,340,085,832 264,783,000 27.5
県支出金 3,123,702,000 151,283,000 7,144,000 3,282,129,000 8.7 288,412,893 288,412,893 0 8.8
財産収入 115,230,000 10,021,000 125,251,000 0.3 53,963,411 48,227,587 5,735,824 38.5
寄附金 202,501,000 6,000,000 208,501,000 0.6 29,013,804 29,013,804 0 13.9
繰入金 2,865,016,000 2,865,016,000 7.6 0 0 0 0.0
繰越金 200,000,000 369,403,000 264,507,079 833,910,079 2.2 1,219,245,699 1,219,245,699 0 146.2
諸収入 454,778,000 4,600,000 459,378,000 1.2 116,412,721 115,695,985 120,000 596,736 25.2
市債 3,151,190,000 358,700,000 475,200,000 3,985,090,000 10.5 0 0 0 0.0
合計 35,580,000,000 1,207,709,000 1,078,640,079 37,866,349,079 100.0 22,177,841,390 15,986,051,495 120,000 6,191,669,895 42.2

第1表　平成30年度一般会計歳入予算の執行状況
（単位：円・％）

款別 構成比



当初予算額 補正額 繰越額 予備費充用 予算現額 支出済額 執行率
A B C D E（A+B+C+D) F F÷E

議会費 275,682,000 550,000 276,232,000 0.7 148,673,270 53.8
総務費 4,079,314,000 1,800,000 6,446,000 4,087,560,000 10.8 1,607,200,270 39.3
民生費 12,403,737,000 △ 7,819,000 106,312,000 3,380,000 12,505,610,000 33.0 4,689,175,982 37.5
衛生費 2,836,275,000 5,160,000 2,841,435,000 7.5 1,062,993,962 37.4
労働費 41,845,000 41,845,000 0.1 37,274,253 89.1
農林水産業費 2,661,497,000 19,234,000 15,968,000 782,943 2,697,481,943 7.1 501,626,229 18.6
商工費 1,013,539,000 17,545,628 1,031,084,628 2.7 608,338,078 59.0
土木費 4,483,587,000 94,000,000 415,300,000 4,992,887,000 13.2 911,496,451 18.3
消防費 1,295,801,000 523,610 1,296,324,610 3.4 706,395,864 54.5
教育費 2,813,452,000 66,084,000 533,114,079 3,412,650,079 9.0 1,286,183,189 37.7
災害復旧費 74,200,000 1,028,700,000 1,500,000 1,191,564 1,105,591,564 2.9 36,540,817 3.3
公債費 3,551,071,000 3,551,071,000 9.4 1,574,176,190 44.3
予備費 50,000,000 △ 23,423,745 26,576,255 0.1 0 0.0
合計 35,580,000,000 1,207,709,000 1,078,640,079 0 37,866,349,079 100.0 13,170,074,555 34.8

第2表　平成30年度一般会計歳出予算の執行状況
（単位：円・％）

款別 構成比



予算現額 1,175,955 予算現額 2,610,680

収入済額 553,723 収入済額 1,044,882

収入率 47.1% 収入率 40.0%
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人口 63,922 人 世帯数 24,804 世帯

一人当たり 世帯当たり

市 民 税 2,612,542,000 2,531,444,819 263,198,136 10.4% 39,602 102,058 39.3% 91.6%
（ 1 ） 個 人 2,216,729,000 2,284,020,719 243,216,836 10.6% 35,731 92,083 35.4% 84.6%
（ 2 ） 法 人 395,813,000 247,424,100 19,981,300 8.1% 3,871 9,975 3.8% 7.0%

2 固定 資産 税 3,180,780,000 3,438,965,600 20,598,940 0.6% 53,799 138,646 53.4% 7.2%
3 軽自 動車 税 232,088,000 248,843,000 1,890,300 0.8% 3,893 10,032 3.9% 0.7%
4 市た ばこ 税 449,433,000 216,466,312 51,354 0.0% 3,386 8,727 3.4% 0.0%
5 入 湯 税 17,376,000 8,487,400 1,605,950 18.9% 133 342 0.1% 0.6%

6,492,219,000 6,444,207,131 287,344,680 4.5% 100,814 259,805 100.0% 100.0%
注１）人口、世帯数は、住民基本台帳、外国人登録原票により作成しております。
注２）予算額、調定額、徴収済額は、現年度分のみを計上しています。
注３）住民負担の状況欄の数値は、調定額より算出したものです。
注４）各項目の徴収率、負担の状況、構成比は、端数を四捨五入しているため合計と一致しない場合があります。

第3表　平成30年度上半期　住民負担の状況 （平成30年9月30日現在）

（単位：円）
負担の状況

合 計

区　　分
予算額
　　A

調定額
　　B

収入済額
　　　C

徴収率
（C÷B)

調 定 額
の構成比

収入済額
の構成比

1

（1）個人, 35.4%

（2）法人, 3.8%
固定資産税, 53.4%

軽自動車税, 3.9%

市たばこ税, 3.4% 入湯税, 0.1%

調定額

の構成比

市民税
39.2%



区分２ 当初予算額 補正額 繰越額 予算現額 執行率

歳入 1,244,311 1.4%

歳出 87,162,398 97.7%

歳入 22,099,927 33.9%

歳出 28,058,271 43.1%

歳入 1,215,344 36.8%

歳出 4,324 0.1%

歳入 8,327,453 101.9%

歳出 166,934 2.0%

歳入 3,355,256,636 39.6%

歳出 3,185,036,494 37.6%

歳入 3,326,041,477 43.0%

歳出 3,025,519,195 39.1%

歳入 10,916,140 28.7%

歳出 16,819,323 44.2%

歳入 288,269,829 27.5%

歳出 276,050,780 26.4%

歳入 57,301,562 25.9%

歳出 67,403,634 30.4%

歳入 162,826,375 11.8%

歳出 497,648,307 35.9%

歳入 6,625,807 7.4%

歳出 32,116,862 36.0%

収入 789,686,000 789,686,000 収入 - -

支出 688,886,000 688,886,000 支出 - -

収入 79,916,000 79,916,000 収入 - -

支出 277,139,000 277,139,000 支出 - -

注）水道事業会計については、別途公表のため、収入・支出の状況は「-」と表示しています

第4表 公営事業経理の概況

(単位：円）

区分１ 会計名 収入・支出済額

住宅新築資金等貸付事業費特別会計 2,048,000 87,160,000 89,208,000

矢部診療所特別会計 65,108,000 65,108,000

黒木町串毛財産区特別会計 3,306,000 3,306,000

黒木町木屋財産区特別会計 8,175,000 8,175,000

国民健康保険事業費特別会計 8,472,396,000 1,590,000 8,473,986,000

介護保険事業費
特別会計

（保険事業勘定） 7,712,291,000 16,591,000 7,728,882,000

（介護サービス事業勘定） 38,031,000 38,031,000

後期高齢者医療特別会計 1,047,576,000 1,047,576,000

法
非
適
用

簡易水道事業費特別会計 221,473,000 221,473,000

下水道事業特別会計 1,384,401,000 1,384,401,000

農業集落排水事業特別会計 89,236,000 89,236,000

法
適
用

水道事業会計

（収益的）

（資本的）

八
女
市

一
般
会
計
等

特別会計

公
営
事
業
会
計

う
ち
公
営
企
業
会
計



（単位：円）

区　分 現在高

庁　舎 65,845 ㎡ 27,635 ㎡ 総務債 133,846,934

学　校 433,609 ㎡ 130,113 ㎡ 民生債 47,949,467

住　宅 177,134 ㎡ 57,834 ㎡ 衛生債 1,554,128,572

公　園 972,006 ㎡ 10,287 ㎡ 農林水産業債 285,133,179

その他 4,586,605 ㎡ 185,472 ㎡ 土木債 1,053,956,539

山　林 6,405,744 ㎡ 公営住宅債 325,109,298

計 12,640,943 ㎡ 411,341 ㎡ 消防債 103,184,744

車両　357　台 教育債 1,012,045,865

799,988,163

10,840,081,967

8,113,253,137

383,769,962

707,941,742

25,360,389,569

1,142,469,264

2,671,506

6,693,248,129

525,532,171

8,363,921,070

33,724,310,639

一時借入金  ０円

第5表　財産の状況 第6表　公債現在高一覧表

土　　地　 建　　物　 区分

基金　　２１０億９，０３１万円

災害復旧債

臨時財政対策債

過疎対策事業債

辺地対策事業債

その他

小　計

簡易水道事業費特別会計

住宅新築資金等貸付事業費特別会計

下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

小　計

合　　　　計

特
別
会
計

一
般
会
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普通債



第7表　平成29年度一般会計・特別会計実質収支一覧表

(単位：円）

当初予算額 補正額 繰越額 予算現額 歳入歳出差引額
翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

歳入 37,500,452,539

歳出 36,081,206,840

歳入 12,715,465

歳出 99,870,743

歳入 77,879,338

歳出 68,410,471

歳入 1,279,934

歳出 64,592

歳入 9,008,227

歳出 731,801

歳入 15,752,626

歳出 15,752,626

歳入 10,469,013,414

歳出 10,254,693,383

歳入 7,554,869,760

歳出 7,263,427,331

歳入 42,634,323

歳出 35,246,083

歳入 1,007,728,606

歳出 1,006,633,577

歳入 488,245,824

歳出 482,835,916

歳入 1,247,147,282

歳出 1,196,966,497

歳入 71,155,328

歳出 70,087,131

注）水道事業会計については、別途公表のため、掲載しておりません

会　計　名 収入・支出済額

一般会計 36,408,000,000 1,315,796,000 602,680,360 38,326,476,360 1,419,245,699 264,507,079 1,154,738,620

住宅新築資金等貸付事業費特別会計 2,047,000 98,960,000 101,007,000 △ 87,155,278 △ 87,155,278

矢部診療所特別会計 74,005,000 △ 500,000 73,505,000 9,468,867 9,468,867

黒木町串毛財産区特別会計 3,337,000 3,337,000 1,215,342 1,215,342

黒木町木屋財産区特別会計 8,112,000 8,112,000 8,276,426 8,276,426

黒木町大淵財産区特別会計 20,228,000 △ 4,472,000 15,756,000 0 0

国民健康保険事業費特別会計 11,372,577,000 △ 1,025,254,000 10,347,323,000 214,320,031 214,320,031

介護保険事業費特
別会計

（保険事業勘定） 7,635,757,000 153,566,000 7,789,323,000 291,442,429 291,442,429

（介護サービス事業勘定） 37,867,000 37,867,000 7,388,240 7,388,240

後期高齢者医療特別会計 1,042,397,000 △ 28,225,000 1,014,172,000 1,095,029 1,095,029

公
営
企
業
会
計

（
法
非
適
用
）

簡易水道事業費特別会計 511,393,000 △ 16,245,000 495,148,000 5,409,908 5,409,908

下水道事業特別会計 1,277,127,000 △ 28,600,000 1,248,527,000 50,180,785 50,180,785

農業集落排水事業特別会計 76,337,000 △ 4,996,000 71,341,000 1,068,197 1,068,197

普
通
会
計
（
一
般
会
計
等
）

特　

別　

会　

計

公
営
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業
会
計



第8表　決算状況調に基づく、平成29年度普通会計　収入の状況

区　　　          　分 決    算    額 構成比
  (千円) （％）

1 地 方 税 6,898,763 18.4%

2 地 方 譲 与 税 445,451 1.2%

3 利 子 割 交 付 金 10,067 0.0%

4 配 当 割 交 付 金 26,105 0.1%

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 27,683 0.1%

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,143,677 3.1%

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 11,741 0.0%

8 特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 0.0%

9 163,396 0.4%

10 22,557 0.1%

11 地 方 交 付 税 12,635,574 33.7%

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 14,662 0.0%

13 分 担 金 及 び 負 担 金 290,953 0.8%

14 使 用 料 287,530 0.8%

15 手 数 料 134,709 0.4%

16 国 庫 支 出 金 4,470,766 11.9%

17 0.0%

18 都 道 府 県 支 出 金 3,116,585 8.3%

19 財 産 収 入 149,236 0.4%

20 寄 附 金 223,323 0.6%

21 繰 入 金 2,684,446 7.2%

22 繰 越 金 956,663 2.6%

23 諸 収 入 573,183 1.5%

収 益 事 業 収 入 0.0%

各 種 貸 付 金 元 利 収 入 237,650 0.6%

そ の 他 335,533 0.9%

24 地 方 債 3,169,582 8.5%

う ち 都 道 府 県 貸 付 金 0.0%

0.0%

946,082 2.5%

( 歳 入 合 計 ) 37,456,652 100.0%

歳 入 構 成 比 ( % ) 100.0

注）各項目で端数を四捨五入しているため、合計（100.0%）と一致しない場合があります。

う ち 減 収 補 て ん 債 特 例 分

内

訳

国有提供施設等所在市町村助成交付金

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

地 方 特 例 交 付 金 等

軽 油 引 取 税 ・ 自 動 車 取 得 税 交 付 金
市税

6,898,763
18.4%

繰越金
956,663
2.6%

諸収入
573,183
1.5%

使用料及び手数料
422,239
1.1%

その他（自主財源）
3,347,958

8.9%

地方交付税
12,635,574

33.7%

国庫支出金
4,470,766
11.9%

市債
3,169,582

8.5%

県支出金
3,116,585

8.3%

その他（依存財源）
1,391,317

3.2%



決算額 構成比
（千円） （％）

1 議 会 費 273,375 0.8%

2 総 務 費 4,434,289 12.3%

3 民 生 費 12,266,371 34.0%

4 衛 生 費 2,913,174 8.1%

5 労 働 費 42,358 0.1%

6 農 林 水 産 業 費 2,709,116 7.5%

7 商 工 費 1,476,237 4.1%

8 土 木 費 4,020,732 11.1%

9 消 防 費 1,278,676 3.5%

10 教 育 費 2,714,835 7.5%

11 災 害 復 旧 費 327,543 0.9%

12 公 債 費 3,658,387 10.1%

歳 出 合 計 36,115,093 100.0%

注）各項目で端数を四捨五入しているため、合計（100.0%）と一致しない場合があります。

第9表　決算状況調に基づく、平成29年度普通会計　目的別経費の状況

区分

議会費
273,375
0.8%

総務費
4,434,289
12.3%

民生費
12,266,371

34.0%

衛生費
2,913,174

8.1%

労働費
42,358
0.1%

農林水産業費
2,709,116

7.5%

商工費
1,476,237

4.1%

土木費
4,020,732
11.1%

消防費
1,278,676

3.5%

教育費
2,714,835

7.5%

災害復旧費
327,543
0.9%

公債費
3,658,387
10.1%



      区　　　          　分 決  算  額 構成比

（％）

1 人 件 費 (a) 4,795,197 13.3%

うち退職手当債を財源とするもの 0.0%

2 物 件 費 4,307,108 11.9%

3 維 持 補 修 費 253,536 0.7%

4 扶 助 費 7,093,822 19.6%

5 補 助  費 等 4,512,294 12.5%

内 (1) 2,028,101 5.6%

訳 (2) (1) 以 外 の も の 2,484,193 6.9%

6 公           債 費 3,658,387 10.1%

内 (1) 元    利    償    還     金 3,658,169 10.1%

訳 (2) 一  時  借  入  金  利   子 218 0.0%

7 積 立 金 834,491 2.3%

8 投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金 630,463 1.8%

9 繰 出 金 3,851,361 10.7%

10 前 年 度 繰 上 充 用 金 0.0%

計 ( 1 ～ 10 ) 29,936,659 82.9%

退職手当債を財源とするものを加えた経常収支比率

11 投 資 的 経 費 6,178,434 17.1%

う ち 人 件 費 (b) 163,679 0.5%

(1) 普 通 建 設 事 業 費 5,850,891 16.2%

う ち 単 独 事 業 費 4,208,886 11.7%

(2) 災 害 復 旧 事 業 費 327,543 0.9%

(3) 失 業 対 策 事 業 費 0.0%

歳 出 合 計 36,115,093 100.0%

う ち 人 件 費 (a) + (b) 4,958,876 13.7%

歳 出 構 成 ( % ) 比 100.0 100.0

注）各項目で端数を四捨五入しているため、合計（100.0%）と一致しない場合があります。

第10表　決算状況調に基づく、平成29年度普通会計　性質別経費の状況

一 部 事 務 組 合 に 対 す る も の

(千円)

人件費
4,795,197
13.3%

物件費
4,307,108
11.9%

維持補修費
253,536
0.7%

扶助費
7,093,822
19.6%

補助費等
4,512,294
12.5%

公債費等
3,658,387
10.1%

積立金
834,491
2.3%

投資及び出資金・

貸付金

555,449
1.5%

繰出金
3,851,361
10.7%

普通建設事業費
4,082,933
10.3%

災害復旧事業費

3,037,913
8.1%



指標名 H28決算 H29決算 増減
－ －

(12.47) (12.50)
－ －

(17.47) (17.50)
8.6 8.9 

(25.0) (25.0)
－ －

(350.0) (350.0)

会計名 H28決算 H29決算 増減

水道事業会計 － －

簡易水道事業費
特別会計

－ －

下水道事業
特別会計

－ －

農業集落排水事業
特別会計

－ －

※実質赤字額及び連結実質赤字額がありませんでしたので、数値は「 - 」と表示しています。
※将来負担比は算定されていないため、数値は「 - 」と表示しています。
※（　　　）書きは、早期健全化基準を表示しています。

第11表　平成29年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の状況

健全化判断比率 （単位：％）

資金不足比率 （単位：％）

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率 0.3

将来負担比率
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